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《用語説明》

・普通会計
地方公共団体における地方公営事業会計以外の会計を総合して、一つの会計としてまとめたものをいいます。
＊地方公営事業会計＝公営企業、国民健康保険事業、老人保健医療事業、後期高齢者医療事業、介護保険事業

、収益事業、農業共済事業、交通災害共済事業に係る会計の総称

・臨時財政対策債
地方財源の不足に対処するため、各地方公共団体において発行することとされた地方財政法第５条の特例となる
地方債のことです。臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額を後年度の地方交付税に算入
することとされています。

・財政調整基金
地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金です。

・減債基金
地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金です。

・経常収支比率
地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、人件費、扶助費、
公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当されたものが占める割合を示したものです。
割合が高いほど、財政構造の硬直化が進んでいるとされています。

　　　　　　　　　　　人件費、扶助費、公債費等に充当した一般財源等
 経常収支比率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００
　　　　　　　　　　　　　経常一般財源等（地方税＋普通交付税等）
　　　　　　　　　　　　　　　　＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債
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平成２２年度普通会計決算の概況＜１＞

○ 平成２２年度の決算規模は、歳入、歳出ともに前年度並みでしたが、一般財源の増加や人件費の
削減等により、経常収支比率は改善しました。また、全団体において実質収支黒字が達成されまし
た。

○ 歳入においては、地方税、国庫支出金が減少する一方で、地方交付税、臨時財政対策債が増加
しました。歳出においては、人件費、投資的経費が減少する一方で、扶助費が増加しました。

○ 地方債現在高は、臨時財政対策債の発行額増等により、前年度と比較して増加しました。

○ 財政調整基金・減債基金の合計現在高は、積立額の増加及び取崩額の減少により、前年度と
比較して増加しました。

地方税は減少したものの、地方交付税、臨時財政対策債等の増加により一般財源が増加したことに
加え、人件費削減等の取組により、県内市町村の財政状況は改善傾向となっています。しかし、今後、
東日本大震災や台風１２号による財政への影響や、少子高齢化の進行による社会保障関係経費の
増加が見込まれることから、引き続き効率的な財政運営が求められます。

P．３
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平成２２年度普通会計決算の概況＜２＞

歳入・歳出ともに前年度並み。実質単年度収支は大幅に改善

《歳入総額》 ４，７０３億８５百万円 （対前年度 ▲０．０％、 ▲２億 ８百万円）

《歳出総額》 ４，５７１億６３百万円 （対前年度 ▲０．３％、 ▲１２億２８百万円）

《実質収支》 １０２億 ９百万円 （対前年度 +１４．５％、+１２億９６百万円）

※ 赤字団体はありません（昨年度は、湯浅町のみ ▲１億 ６百万円）

《実質単年度収支》 １４１億４８百万円 （対前年度 +１９８．５％、+９４億 ８百万円）

※ 赤字団体はありません（昨年度は５団体）

《決算の規模及び収支》《決算規模の推移》

※各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、計算が一致しない場合があります。

決算規模及び収支

平成22年度 平成21年度 増減額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 470,385 470,593 ▲ 208 ▲ 0.0
歳 出 総 額 Ｂ 457,163 458,391 ▲ 1,228 ▲ 0.3
形 式 収 支 （Ａ－Ｂ） Ｃ 13,223 12,201 1,022 8.4
翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ 3,013 3,288 ▲ 275 ▲ 8.4
実 質 収 支 （Ｃ－Ｄ） Ｅ 10,209 8,913 1,296 14.5
単 年 度 収 支 Ｆ 1,297 959 338 35.2

積　立　金 Ｇ 10,847 5,298 5,549 104.7
繰 上 償 還 金 Ｈ 2,583 752 1,831 243.5
積 立 金 取 崩 額 Ｉ 577 2,269 ▲ 1,692 ▲ 74.6
実 質 単 年 度 収 支 （Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） Ｊ 14,148 4,740 9,408 198.5

（単位：百万円、％）

(実質収支－前年度実質収支)

区　分
決算額 対前年度比較
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平成２２年度普通会計決算の概況＜３＞

地方交付税、臨時財政対策債の増加により、一般財源が増加

《歳入の主な増減要因》

○地方交付税（ +８．８％、+１０３億 ６百万円）－厚生費の増等による基準財政需要額の増及び税収減による

基準財政収入額の減に伴う普通交付税の増
○県支出金 （ +７．７％、 +２２億８３百万円）－障害者自立支援給付費等負担金等の増

○国庫支出金（ ▲１０．２％、▲７５億９１百万円）－定額給付金給付事業費負担金の皆減
○繰入金 （ ▲４１．３％、▲３４億１７百万円）－基金からの繰入れの減
○地方債 （ ▲３．３％、▲１８億４１百万円）－旧合併特例事業債、退職手当債等の減

＊うち、臨時財政対策債（+４８．８％、+７８億９６百万円）
○地方税 （ ▲０．３％、 ▲４億１９百万円）－市町村民税（個人均等割及び所得割）の減

※ （ ）内は対前年度増減率及び増減額

《歳入の内訳》《歳入構成比の推移》

※各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、計算が一致しない場合があります。
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決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
470,385 100.0 470,593 100.0 ▲ 208 ▲ 0.0 0.6
296,361 63.0 278,811 59.2 17,550 6.3 4.2
127,720 27.2 128,139 27.2 ▲ 419 ▲ 0.3 ▲ 1.6

う ち 市 町 村 民 税 50,028 10.6 51,962 11.0 ▲ 1,934 ▲ 3.7 ▲ 4.1
う ち 固 定 資 産 税 60,014 12.8 58,631 12.5 1,383 2.4 1.0

3,904 0.8 3,993 0.8 ▲ 89 ▲ 2.2 ▲ 2.1
10,978 2.3 11,256 2.4 ▲ 278 ▲ 2.5 ▲ 1.1
1,768 0.4 1,634 0.3 134 8.2 ▲ 7.9

127,916 27.2 117,610 25.0 10,306 8.8 10.4
24,075 5.1 16,179 3.4 7,896 48.8 51.1

174,024 37.0 191,782 40.8 ▲ 17,758 ▲ 9.3 ▲ 4.4
66,632 14.2 74,223 15.8 ▲ 7,591 ▲ 10.2 ▲ 3.2
31,744 6.7 29,461 6.3 2,283 7.7 14.6
4,849 1.0 8,266 1.8 ▲ 3,417 ▲ 41.3 ▲ 29.7

29,094 6.2 38,831 8.3 ▲ 9,737 ▲ 25.1 ▲ 10.9
41,705 8.9 41,001 8.7 704 1.7 ▲ 5.4

全国市町村
対前年度増減率
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平成２２年度普通会計決算の概況＜４＞

徴収率は０．７ポイント上昇し、６年連続改善

《市町村税》

○決算額 １，２７７億２０百万円（対前年度 ▲０．３％、▲ ４億１９百万円）
○調定額 １，３９６億５５百万円（対前年度 ▲１．０％、▲１３億９７百万円）
○徴収率 ９１．５％（㉑年度 ９０．８％）、全国平均（㉑年度） ９３．３％

※ 徴収対策の計画的な実施及び和歌山地方税回収機構の効果等もあり、徴収率は０．７ポイント上昇し、
６年連続改善しましたが、自主財源確保のため、さらなる取組の強化が必要です。
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地方税
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平成２２年度普通会計決算の概況＜５＞

人件費、普通建設事業費が減少する中、扶助費が増加

《歳出の主な増減要因》

○扶助費 （ +２２．０％、 +１３７億３０百万円）－子ども手当の創設及び生活保護費の増

○積立金 （ +６１．９％、 +６８億３１百万円）－財政調整基金、減債基金への積立金の増

○公債費 （ +２．５％、 +１４億９４百万円）－旧合併特例事業債及び臨時財政対策債償還額の増

○補助費等 （▲３３．７％、 ▲１７９億９４百万円）－定額給付金の皆減

○普通建設事業費（▲１１．１％、 ▲８５億８９百万円）－用地取得等の大規模事業の減

○人件費 （ ▲３．１％、 ▲２５億６５百万円）－職員数の削減、給与改定に伴う職員給の減
（ ）内は対前年度増減率及び増減額

《歳出の内訳》《歳出構成比の推移》

P．７
※各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、計算が一致しない場合があります。

歳 出

（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
457,163 100.0 458,391 100.0 ▲ 1,228 ▲ 0.3 0.2

218,253 47.7 205,596 44.9 12,657 6.2 7.3
81,325 17.8 83,890 18.3 ▲ 2,565 ▲ 3.1 ▲ 2.5

　　うち職員給 53,059 11.6 55,542 12.1 ▲ 2,483 ▲ 4.5 -

　　うち退職金 9,817 2.1 10,250 2.2 ▲ 433 ▲ 4.2 -
76,071 16.6 62,341 13.6 13,730 22.0 24.7
60,858 13.3 59,364 13.0 1,494 2.5 ▲ 1.4

70,114 15.3 78,904 17.2 ▲ 8,790 ▲ 11.1 ▲ 2.1

68,675 15.0 77,264 16.9 ▲ 8,589 ▲ 11.1 ▲ 2.4

　うち補助事業費 29,606 6.5 28,749 6.3 857 3.0 6.8

　うち単独事業費 37,145 8.1 45,644 10.0 ▲ 8,499 ▲ 18.6 ▲ 7.4

168,796 37.0 173,891 37.9 ▲ 5,095 ▲ 2.9 ▲ 6.9
50,548 11.1 49,305 10.8 1,243 2.5 0.6

35,323 7.7 53,317 11.6 ▲ 17,994 ▲ 33.7 ▲ 30.6
17,866 3.9 11,035 2.4 6,831 61.9 48.3
52,200 11.4 49,874 10.9 2,326 4.7 -

12,859 2.9 10,360 2.3 2,499 24.1 -
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臨時財政対策債 844 918 983 1,098 1,282 

その他の地方債 4,308 4,199 4,074 4,005 3,831 

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

5,152 5,117 5,057 5,103 5,113

平成２２年度普通会計決算の概況＜６＞

《地方債現在高》

○５，１１２億９０百万円（対前年度 +０．２％、 +９億４７百万円）
・発行額 ５３１億６８百万円（対前年度 ▲３．３％、 ▲１８億４１百万円）
・元金償還額 ５２２億２２百万円（対前年度 +３．８％、 +１８億９９百万円）

うち繰上償還分 ２５億８３百万円（対前年度 +２４３．３％、 +１８億３１百万円）
○特に臨時財政対策債、旧合併特例事業債の残高が大幅に増加しています。

・臨時財政対策債の残高 １，２８１億６５百万円（対前年度 +１６．７％、 +１８３億７０百万円）

※ 平成２２年度発行額 ２４０億７５百万円
・旧合併特例事業債の残高 ６２５億４７百万円（対前年度 +７．０％、 +４１億１９百万円）

※ 平成２２年度発行額 ８９億６１百万円

《地方債残高構成比の推移》

P．８

《地 方 債 現 在 高 の 推 移》

地方債現在高 臨時財政対策債発行額の増加により、現在高が増加



平成２２年度普通会計決算の概況＜７＞

《積立金現在高》
○財政調整基金 ４９８億 ２百万円（対前年度 +２８．８％、 +１１１億３２百万円）

積立額 １１７億１０百万円（対前年度 +５６億３３百万円）、取崩額 ５億７７百万円（対前年度 ▲１６億９１百万円）

○減債基金 １２１億９５百万円（対前年度 +２４．８％、 +２４億２２百万円）
積立額 ２５億１５百万円（対前年度 +１６億４６百万円）、取崩額 ９３百万円（対前年度 ▲３億５８百万円）

○その他特定目的基金 ４７８億９９百万円（対前年度 +３．５％、 +１６億 ６百万円）
積立額 ４５億 ５百万円（対前年度 ▲３億６４百万円）、取崩額 ２８億９９百万円（対前年度 ▲１３億３５百万円）

《積　立　金　の　推　移》 《基金（財政調整基金＋減債基金）対標準財政規模比率の団体分布状況》

P．９

財政調整基金・減債基金 積立額の増加により、合計現在高が増加
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《経常収支比率》

○前年度を４．４ポイント下回る８９．１％となりました。（市部は９０．９％、町村部は８５．０％）

○分子である経常経費充当一般財源等は、扶助費の増により前年度比１．１％増加したものの、分母である経
常一般財源等が、普通交付税、臨時財政対策債の増により前年度比６．１％増加したことにより、比率が改善
しました。

平成２２年度普通会計決算の概況＜８＞

一般財源の増加等により全国市町村平均並みに改善

《経 常 収 支 比 率 の 推 移》 《経常収支比率の団体分布状況》

P．１０
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平成２２年度公営企業会計決算の概況＜１＞

《事業数》 １４９事業（対前年度▲０．７％ ・ ▲１事業）

《経営状況》

黒字事業数 １３１事業／１４９事業（対前年度 ＋１．６％ ・ ＋２事業）

総収支 ▲１０８億 ２百万円（対前年度 ３０．６％改善 ・ ４７億６１百万円改善）

全体事業の８８％が黒字ですが、下水道事業、宅地造成事業の多額の赤字が影響し、総収支では赤字となっています。

《決算規模》 １，４２５億２３百万円（対前年度▲３．０％ ・ ▲４４億１５百万円）

公的資金補償金免除繰上償還分を除いた場合、１，３９４億６７百万円（対前年度▲２．１％ ・ ▲３０億６１百万円）

《企業債（現在高）》 ３，６３５億７３百万円 （対前年度 ▲１．４％ ・ ▲５２億７２百万円）

・下水道事業 １，８８４億４８百万円 （対前年度 ＋０．６％ ・ ＋１１億５９百万円）
・水道（含簡水）事業 ９８９億１２百万円 （対前年度 ▲２．４％ ・ ▲２４億２６百万円）
・病院事業 ４６２億 ７百万円 （対前年度 ▲２．１％ ・ ▲ ９億７６百万円）

上記事業で、全体の９１．７％を占めます。

《他会計繰入金》 ２４１億４３百万円（対前年度 ▲０．１％ ・ ▲２７百万円）

事業別にみると下水道事業 ４９．６％、病院事業３１．５％で全体の８１．１％を占めます。

概 要

総 括

全体からみると、黒字事業が多数を占めており、総収支も改善傾向にありますが、一部事業においては

赤字の額が未だ多額にのぼることから、引き続き経営の健全化を進めていく必要があります。
P．１２



平成２２年度公営企業会計決算の概況＜２＞

・ 黒字事業数 １３１事業／１４９事業中 対前年度 ＋１．６％ ・ ＋２事業
・ 総収支 ▲１０８億 ２百万円 対前年度 ３０．６％改善 ・ ４７億６１百万円改善

・ 黒字事業は１３１事業で全体の８８％を占めていますが、総収支では赤字となっています。
・ 総収支は平成１９年度以降改善傾向にあります。

全体の経営状況 総収支は赤字であるものの改善傾向総収支は赤字であるものの改善傾向総収支は赤字であるものの改善傾向総収支は赤字であるものの改善傾向

全体の経営状況 （単位：事業、百万円）

法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計

黒字事業数 32 99 131 30 99 129 2 0 2

　比率 80.0% 90.8% 87.9% 75.0% 90.0% 86.0%

赤字事業数 8 10 18 10 11 21 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 3

　比率 20.0% 9.2% 12.1% 25.0% 10.0% 14.0%

総事業数 40 109 149 40 110 150 0 ▲ 1 ▲ 1

黒字額 3,374 801 4,174 3,006 977 3,983 367 ▲ 176 191

赤字額 600 14,376 14,977 1,599 17,947 19,546 ▲ 999 ▲ 3,571 ▲ 4,570

総収支額 2,773 ▲ 13,576 ▲ 10,802 1,407 ▲ 16,970 ▲ 15,563 1,366 3,395 4,761
※　1.地方公営企業は、地方公営企業法の適用の有無により「法適用企業」と「法非適用企業」に大別される。
       会計処理の方式は、前者が企業会計方式、後者が官公庁会計方式である。
　　 2.黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
     3.比率は、総事業数に対する割合。

平成22年度（Ａ） 平成21年度（Ｂ） 対前年度増減（Ａ）－（Ｂ）

総収支額の推移
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平成２２年度公営企業会計決算の概況＜３＞

・総収支を事業別にみると、主に以下の３事業において、前年度と比較して改善が見られました。
病院事業 対前年度 １０億２３百万円改善 （総収支▲３億４３百万円）

下水道事業 対前年度 １０億４２百万円改善 （総収支▲９５億９２百万円）

宅地造成事業 対前年度 ２６億９６百万円改善 （総収支▲２６億０２百万円）

事業別経営状況 病院、下水道及び宅地造成事業の赤字が縮小病院、下水道及び宅地造成事業の赤字が縮小病院、下水道及び宅地造成事業の赤字が縮小病院、下水道及び宅地造成事業の赤字が縮小

事 業 別 総 収 支 額

▲  1 2 ,0 0 0

▲  1 0 ,0 0 0

▲  8 ,0 0 0
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事業別総収支額 （単位：百万円、％）

平　成 平　成 対前年度 対前年度 全国

２２年度 ２１年度 増減 増減比率 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） （％） （％） 黒字事業数 赤字事業数 計

上水道 2,460 2,271 190 8.4 ▲ 16.4 24 0 24

工業用水道 664 522 142 27.1 106.0 2 0 2

病院 ▲ 343 ▲ 1,367 1,023 74.9 100.9 5 7 12

観光施設 ▲ 7 ▲ 19 12 61.5
127.5

※上記 以外全 て
1 1 2

法適用計 2,773 1,407 1,366 97.1 72.1 32 8 40

簡易水道 275 382 ▲ 107 ▲ 28.0 ▲ 3.3 20 0 20

下水道 ▲ 9,592 ▲ 10,634 1,042 9.8 ▲ 16.7 50 4 54

港湾整備 0 1 ▲ 1 ▲ 53.6 1 0 1

市場 ▲ 1 ▲ 2 1 56.2 1 1 2

と畜場 0 0 0 0.0 1 0 1

観光施設 160 144 16 11.4 7 0 7

宅地造成 ▲ 2,602 ▲ 5,298 2,696 50.9 3 2 5

駐車場 ▲ 1,980 ▲ 1,747 ▲ 233 ▲ 13.3 2 3 5

介護サービス 163 184 ▲ 21 ▲ 11.3 14 0 14

非適用計 ▲ 13,576 ▲ 16,970 3,394 20.0 ▲ 8.7 99 10 109

▲ 10,802 ▲ 15,563 4,761 30.6 53.4 131 18 149

※収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
　 法適用の上水道に係る対前年度全国増減率は、法適用簡易水道事業を含んだ値。
※数値の単位未満は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合もある。

【参考】

平成２２年度

522.2
※上記 以外全 て

合　　　計

法
適
用

法
非
適
用
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平成２２年度公営企業会計決算の概況＜４＞

・ １，４２５億２３百万円 対前年度▲３．０％ ・ ▲４４億１５百万円

・ 公的資金補償金免除繰上償還（２２年度：３０億５６百万円）分を除くと、
１，３９４億６７百万円 対前年度▲２．１％ ・ ▲３０億６１百万円

・ 下水道事業における、建設投資額の減少（１９年度：１６１億 １百万円→２２年度：１２１億９９百万円）が
主な要因となっています。

決算規模 Ｈ１９年度から減少傾向Ｈ１９年度から減少傾向Ｈ１９年度から減少傾向Ｈ１９年度から減少傾向

事業別決算規模の推移
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上水道

その他 30,230 27,067 22,493 22,839 

病院  49,957  51,119  52,948  53,489 

下水道  48,403  48,983  46,715  40,642 

上水道  32,086  28,579  24,782  25,553 

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

１６０，６７６ １５５，７４８ １４２，５２３１４６，９３８

　事業別決算規模 （単位：百万円、％）

平　成 平　成 （Ａ）の 全国 対前年度 対前年度 対前年度 ２２年度のうち ２2年度補償金 ２１年度のうち 21年度補償金 対前年度 対前年度

２２年度 ２１年度 構成比 構成比 増減 増減率 全国増減率 補償金免除 免除繰上償還除く 補償金免除 免除繰上償還除く 増減 増減率

（Ａ） （Ｂ） （％） （％） （Ａ）－（Ｂ） （％） （％） 繰上償還額 （Ａ）’ 繰上償還額 （B）’ （Ａ）’－（B）’ （％）

上水道 25,553 24,782 17.9 771 3.1 1,710     23,843    112       24,670    ▲ 827 ▲ 3.4

簡易水道 3,721 3,780 2.6 ▲ 60 ▲ 1.6 47         3,674     106       3,674     ▲ 1 ▲ 0.0

工業用水道 3,176 3,087 2.2 1.2 90 2.9 ▲ 9.3 158        3,018     57         3,030     ▲ 11 ▲ 0.4

病院 53,489 52,948 37.5 25.1 540 1.0 ▲ 3.3 1,141     52,348    52,948    ▲ 601 ▲ 1.1

下水道 40,642 46,715 28.5 33.0 ▲ 6,072 ▲ 13.0 ▲ 7.0 40,642    4,135     42,580    ▲ 1,937 ▲ 4.6

宅地造成 8,133 8,366 5.7 ▲ 233 ▲ 2.8 8,133     8,366     ▲ 233 ▲ 2.8

観光施設 1,270 926 0.9 344 37.1 1,270     926        344 37.1

港湾整備 17 16 0.0 1 8.0 17         16         1 8.0

市場 528 547 0.4 17.8 ▲ 19 ▲ 3.5 ▲ 0.2 528        547        ▲ 19 ▲ 3.5

と畜場 9 91 0.0 ※上記以外全て ▲ 82 ▲ 90.0 ※上記以外全て 9           91         ▲ 82 ▲ 90.0

駐車場整備 2,368 2,161 1.7 207 9.6 2,368     2,161     207 9.6

介護サービス 3,616 3,518 2.5 98 2.8 3,616     3,518     98 2.8

電気 － － － － － － － － －

合　　　計 142,523 146,938 100.0 100.0 ▲ 4,415 ▲ 3.0 ▲ 4.4 3,056 139,467 4,410 142,528  ▲ 3,061 ▲ 2.1
  ※決算規模の算出　法適用企業：総費用（税込み）－減価償却費＋資本的支出　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　 法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金
※数値の単位未満は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合もある。

22.9 ▲ 4.5
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平成２２年度公営企業会計決算の概況＜５＞

・ ３，６３５億７３百万円 対前年度▲１．４％ ・ ▲５２億７２百万円

（全国ベース ５３兆３，１４１億円 対前年度▲３．０％ ・ ▲１兆６，３４１億円）

・ 本県の減少幅が全国ベースより少ない要因は、供用開始後間もない下水道事業において企業債残高が

増加しているためです。

・ 現在高を事業別にみると下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業の順となっています。

企業債現在高 Ｈ１８年度をピークに減少傾向Ｈ１８年度をピークに減少傾向Ｈ１８年度をピークに減少傾向Ｈ１８年度をピークに減少傾向

企業債現在高 （単位：百万円、％）
平　成 平　成  (Ａ)の 対前年度 対前年度 全国

２２年度 ２１年度 構成比 増減 増減率 増減率
（Ａ） （B） （％） (A)-(B) （％） （％）
98,912 101,338 27.2 ▲ 2,426 ▲ 2.4 ▲ 3.5
46,207 47,183 12.7 ▲ 976 ▲ 2.1 ▲ 2.2

188,448 187,289 51.8 1,159 0.6 ▲ 2.3
30,006 33,035 8.3 ▲ 3,030 ▲ 9.2 ▲ 4.9

363,573 368,845 100.0 ▲ 5,272 ▲ 1.4 ▲ 3.0

水 道 （ 含簡 易 水 道 ）
病 院
下 水 道
そ の 他

合 計

企業債現在高の推移
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その他 39,547 37,287 35,754 33,035 30,006

病院 56,468 52,990 49,927 47,183 46,207

下水道 176,685 181,458 185,221 187,289 188,448

水道（含簡易水道） 104,297 103,625 102,940 101,338 98,912
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３７５，３６０ ３７３，８４２ ３６８，８４５ ３６３，５７３３７６，９９７

企業債現在高の状況

その他事業

300億06百万円
8.3%

病院事業
462億07百万円

12.7%

水道（含簡水）事業

989億12百万円

27.2%

下水道事業

1,884億48百万円
51.8%

企業債現在高
3,635億73百万円

（100.0％）
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平成２２年度公営企業会計決算の概況＜６＞

・ 繰入金総額 ２４１億４３百万円 対前年度 ▲０．１％ ・ ▲２７百万円

うち基準内繰入 １５５億６６百万円 対前年度 ▲２．５％ ・ ▲３億９７百万円
うち基準外繰入 ８５億７７百万円 対前年度 ＋４．５％ ・ ＋３億７０百万円

・ 他会計繰入金を事業別にみると下水道事業が最も多く、次いで病院事業、水道事業の順となって
います。

他会計繰入金 基準外繰入で、基準外繰入で、基準外繰入で、基準外繰入で、４．５４．５４．５４．５％の増％の増％の増％の増

他会計繰入金の状況 （単位：百万円、％）
対前年度 対前年度 全国

基準内 基準外 繰入金計 構成比 基準内 基準外 繰入金計 増減 増減率 増減率

繰入 繰入 （Ａ） 繰入 繰入 （Ｂ） (Ａ)-(Ｂ) （％） （％）

上　水　道 727 297 1,024 4.2% 576 427 1,004 20 2.0
簡易水道 566 719 1,286 5.3% 475 739 1,214 72 5.9
工業用水道 2 166 168 0.7% 0 50 50 118 235.2 ▲ 15.2
病　　院 6,252 1,352 7,604 31.5% 6,690 1,768 8,457 ▲ 853 ▲ 10.1 ▲ 4.1
下水道 7,855 4,123 11,978 49.6% 8,113 3,500 11,614 364 3.1 ▲ 3.8
観光施設 21 100 121 0.5% 0 89 89 31 35.3
港湾整備 0 0 0 0.0% 0 0 0 0 0
市　　場 136 28 164 0.7% 108 19 127 36 28.4 ▲ 1.7
と 畜 場 6 0 6 0.0% 0 70 70 ▲ 64 ▲ 91.4 ※上記以外全て

宅地造成 0 1,531 1,531 6.3% 0 1,249 1,249 283 22.7
駐車場整備 0 18 18 0.1% 0 29 29 ▲ 10 ▲ 35.9
介護サービス 0 243 243 1.0% 0 268 268 ▲ 25 ▲ 9.3

合　計 15,566 8,577 24,143 100% 15,963 8,207 24,170 ▲ 27 ▲ 0.1 ▲ 3.9
※数値の単位未満は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合もある。

▲ 7.4

平　成　２２　年　度 平　成　２１　年　度
繰入金の事業別の状況

その他事業

 22億51百万円
9.3%

上水道・簡易水道事業

23億10百万円
9.6%

病院事業

76億04百万円

 31.5%

下水道事業
119億78百万円

49.6%

繰入金総額

241億43百万円

（100.0％）
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土 地 開 発 公 社 編
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《用語説明》

・ 土地開発公社
公有地の拡大の推進に関する法律に基づき設立される特別法人。地域の秩序ある整備をはかるため

必要な公有地となるべき土地を地方公共団体等に代わって先行取得することを主たる任務としています。
また、公社が独自で行う事業として、土地造成事業（宅地造成、企業用地造成等）などもあります。

・ 土地開発公社経理基準要綱
土地開発公社が作成する決算に関する書類の様式、作成方法等を定めた要綱。直近では、平成１７年

１月２１日に改正され、評価方法（時価評価）や利息算入に関して見直しが行われています。

・ 完成土地等
土地造成事業にかかる次の土地で、時価が取得原価より著しく（おおむね５０％）下落したときは、時価

評価を行う必要があります。

①販売可能な状態にある土地
②開発工事の着工予定時から概ね５年を経過しても開発用の土地等の買収が完了していない土地
③開発用の土地等の買収が完了した後概ね５年を経過しても開発工事に着手していない土地
④開発工事に着手後中断しその後概ね２年を経過している土地

・ 第三セクター等改革推進債
第三セクター等（第三セクター、土地開発公社等）の抜本的な改革（解散、一部業務廃止等）に必要な

経費の財源に充てるための地方債。土地開発公社の解散等にあっては、地方公共団体が債務保証等を
している公社借入金の償還に要する経費が対象となります。

また、第三セクター等改革推進債の発行期間は、平成21年度から25年度までに限られています。
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平成２２年度土地開発公社決算の概況＜１＞

○ 平成２２年度末現在で県内の市町村土地開発公社数は、前年度と同じく１６公社です。

○ 当期純損失を計上した公社は８公社あり、前年度と比べ４公社の減、債務超過となっている公社

は前年度と同じく２公社です。

○ 債務超過である２公社については、土地開発公社経理基準要綱に基づく完成土地等の評価替え

を実施した結果等によるものであり、２公社とも経営健全化計画に基づく保有土地の早期売却等を

進めています。

【債務超過状態である公社】

・紀の川市土地開発公社 債務超過額 ６億２７百万円（対前年度▲５億４７百万円）

・かつらぎ町土地開発公社 債務超過額１０億 ５百万円（対前年度 ▲２百万円）

○ 平成２２年度末現在で土地開発公社経理基準未実施団体は、１公社です（御坊市）。

概 要

総 括

公社の保有土地及び公社への債務保証額は減少傾向にありますが、一部団体においては債務

保証額が多額となっています。公社については、第三セクター等改革推進債の活用による抜本的

改革も含めた業務運営の見直しを行っていく必要があります。
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平成２２年度土地開発公社決算の概況＜２＞

○ 保有土地については、５年以上の長期にわたる保有土地が大半を占めている状況ですが
減少傾向にあります。

《《《《平成平成平成平成２２２２２２２２年度末の土地保有の状況年度末の土地保有の状況年度末の土地保有の状況年度末の土地保有の状況》》》》

金額ベース ２９２億５５百万円 （対前年度 ▲１１．０％、 ▲３６億２５百万円）
面積ベース ２８２．４ha               （対前年度 ＋０．３％、 ＋０．９ha）

※地積更正による面積増大分を除く面積ベース ２７８．７ha（対前年度 ▲１．０％、▲２．８ha）

《《《《長期保有土地の状況長期保有土地の状況長期保有土地の状況長期保有土地の状況》》》》 （５年以上保有）（５年以上保有）（５年以上保有）（５年以上保有）

金額ベース ２７９億 ４百万円 （保有土地全体に占める割合は ９５．４％）

面積ベース ２６２．８ha （保有土地全体に占める割合は ９３．１％）

保有土地の状況 保有土地の９３％以上が長期保有土地（５年以上）保有土地の９３％以上が長期保有土地（５年以上）保有土地の９３％以上が長期保有土地（５年以上）保有土地の９３％以上が長期保有土地（５年以上）

○ 債務保証額 ２２８億 ８百万円 （対前年度 ▲１３．３％、 ▲３５億１０百万円）

○ 公社の金融機関からの借入に対する市町村の債務保証額は減少傾向にありますが、依然として
多額である団体があります。

《《《《債務保証額が多額である団体債務保証額が多額である団体債務保証額が多額である団体債務保証額が多額である団体》》》》（標準財政規模の２５％以上の団体）（標準財政規模の２５％以上の団体）（標準財政規模の２５％以上の団体）（標準財政規模の２５％以上の団体）

・ 新宮市 ５４．８％ （債務保証額：５１億１５百万円 ／標準財政規模：９３億２６百万円）
・ 九度山町 ３３．２％ （債務保証額： ７億５５百万円 ／標準財政規模：２２億７４百万円）
・ かつらぎ町 ２６．１％ （債務保証額：１５億９５百万円 ／標準財政規模：６１億２２百万円）

債務保証額 ３団体において標準財政規模の２５％を超える債務保証３団体において標準財政規模の２５％を超える債務保証３団体において標準財政規模の２５％を超える債務保証３団体において標準財政規模の２５％を超える債務保証
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第 三 セ ク タ ー 編
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《用語説明》

・ 「第三セクター」
地方公共団体が出資または出えんを行っている一般社団法人及び一般財団

法人等（特例民法法人を含む。）並びに会社法法人。

下記「第三セクター」のうち、県内市町村の出資割合が２５％以上の４４法人

を対象としています。（複数の地方公共団体の出資割合の合計が２５％以上
の法人を含む。）

・ 「経常損失」
毎期継続的・反復的に繰り返される事業活動において損失（赤字）が発生している状態

を指します。

・ 「債務超過」
負債の総額が資産の総額を超過し、資産をすべて売却しても負債の返済ができない状態

を指します。

・ 「損失補償」
第三セクターが金融機関等から融資を受ける場合、その融資の全部又は一部が返済不

能となって金融機関等が損失を被ったときに、地方公共団体が融資を受けた法人に代わっ
て、金融機関等に対してその損失を補償する契約を指します。

公表対象法人
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平成２２年度第三セクター決算の概況

２１２１２１２１法人が経常損失（赤字）発生法人が経常損失（赤字）発生法人が経常損失（赤字）発生法人が経常損失（赤字）発生、３法人が債務超過、３法人が債務超過、３法人が債務超過、３法人が債務超過

《赤字法人数》

【県内】 ２１／４４法人 （４７．７％）【対前年度 ＋７法人】
（赤字額の大きい法人）

・ 下津リゾート開発
・ 湯浅町開発公社

《債務超過法人数》
【県内】 ３／４４法人 （６．８％）【対前年度 ＋１法人】

（債務超過法人）
・ 下津リゾート開発
・ 龍神温泉元湯
・ 広川町開発公社

※下津リゾート開発については、平成２３年４月１９日に破産手続きを開始し、同年９月７日に登記を閉鎖しています。

２２２２２２２２億億億億３７３７３７３７百万円百万円百万円百万円 （対前年度▲（対前年度▲（対前年度▲（対前年度▲３．５３．５３．５３．５％％％％、、、、▲▲▲▲８２８２８２８２百万円）百万円）百万円）百万円）

《市町村から損失補償を受けている法人》

・ 湯浅町開発公社 損失補償額 １４億６２百万円 （対前年度▲１０百万円）
・ 白浜医療福祉財団 損失補償額 ７億４８百万円 （対前年度▲７４百万円）
・ 白浜観光自動車道 損失補償額 ２７百万円 （対前年度＋３百万円）

当該法人が破綻した場合、町に多額の財政負担が発生するため、損失補償の縮小に向けた取り組
みを進める必要があります。

赤字額 ５億２５百万円 （対前年度＋２８百万円）
赤字額 ８２百万円 （対前年度＋２９百万円）

債務超過額 １０１億５５百万円 （対前年度＋５億２５百万円）
債務超過額 ４百万円 （対前年度▲４百万円）
債務超過額 ０．１百万円 （対前年度＋１百万円）

赤字法人・債務超過法人

損失補償額
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